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1. 平成 23 年度事業報告 
 
平成 23 年度「多文化共生概況」 
 
 平成 23 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災は、未だに災害情報や公的支援が届けられず

困惑する外国人住民の姿や、観光客減および留学生や外国人労働者等の出国による地域経

済への影響、また震災復興に尽力する外国人住民の姿など、日本社会と外国人との関係性

をさまざまな側面から映し出すこととなりました。 
 その後、文部科学省による留学希望者向けの「無料お試し留学」（ジャパン・スタディー・

プログラム）や観光庁によるインバウンド復興事業（Visit Japan おもてなしキャンペーン）

などを展開し、震災復興のイメージアップや人材獲得のため積極的な外国人の受入れが行

われました。一方で、平成 24 年 4 月 1 日には、平成 21 年度に厚生労働省「日系人帰国支

援事業」を活用して帰国した者の再入国が認められるはずでしたが、国内の経済状況等を

理由に未だ明確な期日は示されていません。 
 そうした中、平成 24 年 5 月 24 日に関係省庁副大臣級による「『外国人との共生社会』実

現検討会議」が発足されました。総合的な「移民政策」の検討について、今後の動向に注

視していきたいです。 
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平成 23 年度事業方針および事業概要報告 
 
平成 23 年度は、下記の３点を方針に掲げ、各事業の企画・実施を試みました。 
１）これまでの事業を通じて関わった他団体・組織を中心に基本情報を整理し、特徴をま

とめ必要に応じて情報提供・事業提案ができるようにする（目標：50 団体） 
２）過去に実施した研修やイベント等をパッケージ化し、他団体との協働も含めた他地域

展開を図る（目標：５事業） 
３）当団体の活動に賛同し協力してくれる人を増やす（目標：会員数前年比 150%UP、年

間ボランティア述べ 20 名） 
結果として、１）については具体的な形となったものは 25 団体（H23 年度８団体、H22
年度以前 17 団体）でした。２）については、「日本語ボランティア養成」と「災害時通訳

ボランティア研修」が一定の形を成し、平成 24 年度に他団体との協働による実施が実現で

きるようになりました。３）については、会員数 24→29（120％UP）、年間ボランティア

14 名と、前年度より増加したものの目標値には及びませんでした。いずれも目標値を達成

することができなかった理由としては、新規事業等の増加により注力できなかったことが

挙げられます。次年度以降、引き続き関係団体の情報整理、事業のパッケージ化、協力者

増員に取り組んでいきます。 
 
また、各事業においては、事業計画に加えて３件（よりそいホットライン外国人相談専門

ライン、中国帰国者支援、facebook を通じた情報発信及びネットワーク拡充）を新たに実

施し、講師派遣も 24 件から 36 件にまで伸ばすことができました（前年度比 170％UP）。
しかし、予定していた事業のうち、３件（「多文化共生データブック」（仮）作成、外国人

コミュニティを紹介する冊子の発行（年３回）、中期計画の策定）が十分な成果を上げられ

ませんでした。これらについては、事業全体のコストバランスや優先順位を見直したうえ

で、次年度以降の実施につなげていきたいと思います。 
 
 以上から、平成 23 年度は当団体にとって初めて未達成事業を生む結果となってしまい、

これについては年間事業スケジュールや実施体制の見直しを図る必要性があります。一方

で、予定していた事業の大半は一定の成果を出すことができ、大型の新規事業受託や新た

な支援ツールの活用も開始できました。これについては、来年度以降も継続・発展させて

いきたいと考えています。 
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１．多文化共生理解促進事業 
１）講師派遣 
平成 23 年度は、計 36 件の講師派遣（司会進行、ゲストスピーチ、審査員、委員会出席含

む）を行いました。 
 
No. 日付 依頼者／派遣先 講座・講演名 講師 
1 6月 13日～3月 16

日(計 8 回) 

名古屋市 名古屋市多文化共生推進プライン策定委員会 土井 

2 7 月 3 日 チーム暮らし復興 「幸せの経済学」上映会＆ワールドカフェ 河村 

3 7 月 12 日 日本福祉大学 多文化共生から考える福祉 土井 

4 7 月 22,27 日,8 月

3 日,1 月 18 日 

(社)日本語教育学会／(財)愛

知県国際交流協会 

愛知県日本語教育コーディネーター研修 土井 

5 7 月 23 日 (財)海外技術者研修協会 地域でのさまざまな外国人支援 土井 

6 7 月 29 日 (特活)泉京・垂井 わたしの NPO 活動 土井 

7 7 月 30 日 日本語教育八の会 東日本大震災における外国人支援 土井 

8 8 月 22 日～26 日 (財)全国市町村国際文化研修

所 

第 1 回多文化共生の地域づくりコース 土井 

9 9 月 2 日 愛知県多文化共生推進室 東日本大震災における被災外国人支援 土井 

10 9 月 15 日 (特活)アスクネット／中京大

学 

SB インターンシップ第 3 期発表会 土井 

11 9 月 17 日 ココアゴラ 学生アゴラ 河村 

12 10 月 1 日 (財)豊田市国際交流協会 TIA 国際の日／草の根懇談会 土井 

13 10 月 18 日 岡谷多文化共生推進協議会 東日本大震災における被災地支援 土井 

14 10 月 22 日 (財)三重県国際交流財団 医療ボランティア通訳養成講座 後藤 

15 11 月 3 日 (特活)起業支援ネット 日本型支援力養成講座 河村 

16 11 月 9 日 奥州市国際交流協会 地域の日本語教育の意義・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの役割 土井 

17 11 月 28 日 (特活)多文化共生マネージャ

ー全国協議会 

多言語支援センターふりかえり in 東海 河村 

18 11 月 29 日 (財)大阪国際交流センター 多言語支援センターでの活動について 土井 

19 12 月 2 日 豊田市 職員研修 田村 

20 12 月 10 日 (特活)名古屋 NGO センター 国際協力カレッジ 2011 河村 

21 12 月 1 日,1 月

11,13 日 

(特活)アスクネット／光が丘

女子高校 

在日外国人の状況と多文化共生 土井 

22 12 月 6 日 (財)全国市町村国際文化研修

所 

多言語支援センターの取組みについて 土井 
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23 1 月 20 日 東海北陸地域国際化協会連

絡協議会東 

災害予防対策支援研修 土井 

24 1月21日,2月4,18

日 

(特活)女性と子どものヘルプ

ライン MIE 

外国人 DV 被害者専門通訳養成研修会 後藤 

25 1 月 23 日 京都大学 多文化共生と介護 土井 

26 1 月 30 日～2 月 3

日 

(財)全国市町村国際文化研修

所 

第 2 回多文化共生の地域づくりコース 土井 

27 2 月 4 日 岡山県 地域共生サポーター研修 土井 

28 2 月 5 日 ハート 51 スミセイ コミュニティスポーツプログラム 土井 

29 2 月 11 日 (財)自治体国際化協会／横浜

市国際交流協会 

よこはま国際フォーラム 2012 土井 

30 2 月 14～16 日 安城市 職員研修 土井 

31 2 月 19 日 近畿大学 地域共生自治会会議 土井 

32 2 月 19 日, 

3 月 18 日 

知多市 多文化共生サロン 土井 

河村 

33 2 月 15 日 松本市 松本多文化共生フォーラム 土井 

34 3 月 21 日 愛知県 多文化共生ネットワーク会議 河村 

35 3 月 22 日 (特活)沖縄 NGO センター 防災ゆんたくひんたく 土井 

36 3 月 24 日 米原市 米原市日本語学習会 土井 

前年度比 170％ 
派遣先の内訳として、東海４県内が 21 件、それ以外が 15 件となっています。 
 
 
２．外国人住民の社会参画促進事業 
１）自主事業 
①「外国人相談ハンドブック」作成事業（あいちモリコロ基金助成事業）         
 国際交流協会や市役所で働く外国人相談員が、相談に必要な知識と技術を身につけられ

る事を目指して、書き込み式のワークブックを作成しました。本事業は、平成 23 年度あい

ちモリコロ基金から 100 万円の助成金を得て行いました。ワークブックは日本語版、英語

版、中国語版、スペイン語版、ポルトガル語版を作成し、愛知県内の国際交流協会に配布

しました。また 24 年度には作成したハンドブックを使用した研修も計画しています。 
 
２）委託事業 
①多文化共生コミュニティ支援事業（緊急雇用創出事業）                

委託元：愛知県多文化共生推進室 
 外国人住民にとって、日本の法制度や慣習の理解、各種相談、日本人住民との交流の窓
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口、自国のアイデンティティの保持など様々な機能を果たしている外国人自助組織の活動

を促進することを目的に、愛知県内で活動する 8 つの外国人自助組織の活動支援を行いま

した。事業では、広報や資金に関する集合研修、外国人自助組織を紹介するイベントの開

催や冊子の作成、フィールドワークツアー等に取り組みました。 
 
受託期間：平成 23 年 8 月 24 日～平成 24 年 3 月 26 日 
新規雇用者数：8 名 
報告書：http://www.pref.aichi.jp/0000049355.html（愛知県 HP） 
 

  
 集合研修           外国人自助組織を紹介するイベント 

 
②中国帰国者の実態把握及び地域連携事業                       

委託元：北陸中国帰国者支援・交流センター 
愛知県内に暮らす中国帰国者及びその家族を対象に、彼らの実態把握や関係者との交流、

新しい在留管理制度等の説明を行いました。 
 日 時：2012 年①3 月 15 日、②17 日、③25 日 
 場 所：①東海・北陸中国帰国者支援・交流センター（名古屋市東区）、②豊田産業文化

センター（豊田市）、③緑生涯学習センター（名古屋市緑区） 
 参加者：①32 名、②6 名、③24 名 
 協力者：榊原豊久行政書士、華豊の友、みどり多文化共生ボラネット、朱新建氏（二胡

奏者）、市橋あゆみ氏（ピアノ奏者）  
【担当者コメント】 
東海地域では、行政による多文化共生施策はニューカマーである日系南米人が主な対象と

して想定されています。しかし、中国帰国者や在日コリアン、難民等の在住外国人の存在

を軽視することなく、彼らの実態把握に努めるとともに、彼ら自身による先進的な活動か

ら学んでいきたいと思います。 
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３．多文化共生社会づくりに関する情報及びネットワーク構築事業 
１）自主事業 
①「多文化共生データブック」作成事業                        
まず当面の調査対象地域の選定について、愛知県内における外国人口比率３％以上の自

治体としました。次に事務局内で「多文化共生データブック」（仮）に掲載する項目等を検

討し、一部の自治体を対象にウェブサイト上からの情報を得てフォーマット案を作成しま

した。これに基づいて他の自治体を調査することとしました。 
【担当者コメント】 
今年度は、調査地域の選定と調査項目の検討にとどまり、広く調査を実施するまでには至

りませんでした。また、調査項目のうちウェブサイト上から得られる情報は極僅かであり、

アンケートや訪問インタビューでも自治体によって得られる情報量が大きく異なるだろう

と推測されます。来年度以降、改めてデータブックの様式等について検討していきたいと

思います。 
 
②Facebook ページ開設                               
多文化共生に取り組む団体・個人を主な対象に、オンライン上でのネットワーク構築お

よび情報共有ツールとして、2012年 2月 1日に当団体のFacebookページを開設しました。 
【2012 年 7 月 6 日現在】 
◆いいね！      204 件 
◆ファンの友達  46,895 人 
◆投稿数       892 件（平均 5.7 件／日） 
【担当者コメント】 
開設から 5 ヶ月余、閲覧者は徐々に増え、ブログにつづく第 2 の情報共有ツールとなりま

した。ブログに比べ容易に投稿できるため、投稿数も多くコメントもつけやすいですが、

長文やファイル添付が必要な記事はブログ向きであるため、今後も特徴に応じて使い分け
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ていきたいと思います。※ブログ投稿数 17 件、閲覧者数 369 人（2/1～7/6） 

 

 
 

４．「外国につながる子ども」の健全育成に関する事業 
１）自主事業 
①進路進学支援に関する事業                             
 「外国にルーツを持つ子ども応援隊」と題し、外国にルーツを持つ子どもたち（小学生・

中学生・高校生）とその保護者らを対象に、日本で夢を叶えて活躍する外国人へのインタ

ビューの紹介、高校・大学進学や就職に関する説明や意見交換などを実施しました。企画

から準備・当日の進行まで、愛知淑徳大学大学院生、教育学科小島ゼミ生、名城大学生の

有志の皆さんに協力を得ました。 
 

  
 
 
５．その他、目的の達成に必要な事業 
１）自主事業 
①ニュースレターの発行                               
 年 3 回、ニュースレターを発行しました。ニュースレターの制作は昨年度同様ボランテ
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ィアスタッフが中心となって行いました。また、ボランティアや新規会員など支援者拡大

を目指し、今年度より発行部数を増やし、会員に加え、愛知県内を中心に国際交流協会や

大学（多文化共生・国際交流の科目のある学校）に配布を開始しました。 
発行：平成 22 年 9 月、平成 23 年 1 月、5 月 
発行部数：各 800 部 

   
②多文化グルメマップの発行                             
 平成 22 年度に当団体が受託した「愛知県多文化共生コミュニティ状況等実態調査事業」 
より得られた情報をもとに、外国人の経営する飲食店・販売店等外国人コミュニティを紹 
介する冊子を作成し、発行しました。 
発行：平成 23 年 1 月 
発行部数：2,000 部 
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２）委託事業 
①よりそいホットライン 外国人専門ライン運営事業                  

委託元：一般社団法人社会的包摂サポートセンター 
 全国の外国人支援を行う 11 団体の協力を得て、8 言語（英語、タガログ語、韓国語、タ

イ語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、日本語）で電話相談を受け付けました。また、

当団体は外国人専門ラインの統括拠点としてコーディネート業務も担当しました。 
なお、本事業は厚生労働省のモデル事業として、一般社団法人社会的包摂サポートセン

ターからの委託を受けて行いました。 
対応日時：3 月 11 日～5 月 31 日 10:00～22:00 ※6 月 1 日以降も継続中 
対象：外国語で相談したい人。または外国籍、外国に関連することで相談をしたい人。 
協力者数：（当団体）約 50 名 （全国）約 170 名 

   

 
②犬山市ボランティア養成講座                            

委託元：犬山国際交流協会 
 犬山国際交流協会のボランティア活動の核となる人材を育成するため、ボランティア養

成講座を実施しました。第 1 回は、ボランティア活動に関する講演会を行い、第 2～5 回は

具体的なボランティア活動の内容についてワークを実施しました。 
日 時：平成 23 年 11 月 13 日～平成 24 年 2 月 17 日（全 5 回） 
場 所：犬山国際観光センター フロイデ 
参加者：延べ 70 名 
協力者：社会福祉法人大阪ボランティア協会 永井美佳氏、岡崎まち育てセンター・りた 

三矢勝司氏、豊田市国際交流協会ボランティアグループ E-IFF 佐伯英恵氏、稲沢国際友

好協会ボランティア 近藤淳宗氏 
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３）その他 
①名古屋市多文化共生推進プラン策定委員会参画                    
名古屋市多文化共生推進プラン策定委員会に土井が委員として参画ました。計 8 回の委

員会に出席し、意見を述べました。同プランは、2012 年 3 月 26 日に同市ホームページ上

に掲載されました。 
「名古屋市多文化共生推進プラン」 
 URL http://www.city.nagoya.jp/shicho/page/0000034293.html 
 
②中期計画の策定                                   
当団体の活動方針や運営体制等について、平成 24 年からの３～５年間の計画を立てる予

定でしたが、今年度は計画立案プロセス（スケジュール、協力者等）の検討にとどまり、

策定に着手するまでに至りませんでした。来年度以降、改めてプロセスを見直し、今後の

方針等について検討を重ねていきます。 
 



2. 平成23年度会計報告／監査報告

[税込]（単位：円）

全事業所

  【流動資産】
    （現金・預金）
      現      金 55,838 
      小口  現金 11,230 
      小口　現金(基金) 23,620 
      普通  預金 3,461,986 
        現金・預金 計 3,552,674 
    （売上債権）
      未  収  金 9,152,745 
        売上債権 計 9,152,745 
    （その他流動資産）
      前払  費用 58,277 
      仮  払  金 900 
        その他流動資産  計 59,177 
          流動資産合計 12,764,596 
  【固定資産】
    （投資その他の資産）
      敷      金 171,300 
        投資その他の資産  計 171,300 
          固定資産合計 171,300 
            資産の部  合計 12,935,896 

  【流動負債】
    未  払  金 8,474,500 
    前  受  金 1,200,000 
    短期借入金 305,000 
    未払消費税 754,800 
      流動負債  計 10,734,300 
  【固定負債】
    長期借入金 1,924,000 
      固定負債  計 1,924,000 
        負債の部  合計 12,658,300 

  【正味財産】
    正味  財産 277,596 
    (うち当期正味財産増減額) △ 36,658 
      正味財産　計 277,596 
        正味財産の部  合計 277,596 
          負債・正味財産合計 12,935,896 
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NPO法人多文化共生リソースセンター東海
2012年 5月31日 現在

貸借対照表

《資産の部》

《負債の部》

《正味財産の部》



[税込]（単位：円）

全事業所

  【流動資産】
    （現金・預金）
      現      金 55,838 
      小口  現金 11,230 
      小口　現金(基金) 23,620 
      普通  預金 3,461,986 
        MUFJ (3,454,113)
        MUFJ(ﾍﾙﾌﾟﾗｲﾝ) (7,873)
          現金・預金 計 3,552,674 
    （売上債権）
      未  収  金 9,152,745 
        売上債権 計 9,152,745 
    （その他流動資産）
      前払  費用 58,277 
      仮  払  金 900 
        その他流動資産  計 59,177 
          流動資産合計 12,764,596 
  【固定資産】
    （投資その他の資産）
      敷      金 171,300 
        投資その他の資産  計 171,300 
          固定資産合計 171,300 
            資産の部  合計 12,935,896 

  【流動負債】
    未  払  金 8,474,500 
    前  受  金 1,200,000 
    短期借入金 305,000 
    未払消費税 754,800 
      流動負債  計 10,734,300 
  【固定負債】
    長期借入金 1,924,000 
      固定負債  計 1,924,000 
        負債の部  合計 12,658,300 

        正味財産 277,596 

NPO法人多文化共生リソースセンター東海
2012年 5月31日 現在

財産目録

《資産の部》

《負債の部》
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[税込]（単位：円）

科目
Ⅰ経常収益
　１．受取会費
      受取正会員会費 55,000 
      受取賛助会員会費 6,000 61,000 
　２．受取寄付金
      受取寄付金 1,579,914 1,579,914 
　３．受取助成金等
      受取助成金 1,000,000 
      受取補助金 100,000 1,100,000 
　４．事業収益
      事業  収益 31,707,575 31,707,575 
　５．その他収益
      雑　収　益 3,990 3,990 

経常収益計 34,452,479 
Ⅱ経常費用
　１．事業費
　　(1)人件費
      給料  手当 12,204,603 
      法定福利費 1,014,564 
      福利厚生費 1,330 
      通　勤　費 994,065 

人件費計 14,214,562 
　　(2)その他経費
      通　信　費 530,644 
      諸　謝　金 12,617,400 
      旅費交通費 1,124,950 
      会　議　費 37,671 
      地代　家賃 178,577 
      賃　借　料 580,585 
      消耗　品費 593,873 
      水光　熱費 75,191 
      印刷製本費 1,108,354 
      租税　公課 780,400 
      支払手数料 91,544 
      新聞図書費 17,008 
      雑      費 92,000 

その他経費計 17,828,197 
事業費計 32,042,759 

　２．管理費
　　(1)人件費
      給料  手当 778,000 
      通　勤　費 96,640 
      法定福利費 412,601 
      福利厚生費 366 

人件費計 1,287,607 
　　(2)その他経費
      通  信  費 149,479 
      水道光熱費 18,799 
      旅費交通費 32,080 
      会  議  費 738 
      事務用消耗品費 33,791 
      備品消耗品費 34,960 
      修  繕  費 28,350 
      地代  家賃 136,613 
      諸　会　費 20,000 
      租税  公課 3,800 
      支払手数料 5,458 
      管理  諸費 357,000 
      支払　利息 83,954 
      雑      費 7,449 

その他経費計 912,471
管理費計 2,200,078 

経常費用計 34,242,837 
         税引前当期正味財産増減額 209,642 
         法人税、住民税及び事業税 246,300 
         当期正味財産増減額 △ 36,658 
         前期繰越正味財産額 314,254 
         当期正味財産合計 277,596 

NPO法人多文化共生リソースセンター東海
自 2011年 6月 1日  至 2012年 5月31日

活動計算書

金額
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１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
固定資産は定率法により減価償却をしています。
(2)消費税等の会計処理
消費税等は税込処理により計算しています。

2．事業別損益
事業別損益の状況は以下の通りです。 （単位：円）

科目 理解促進事業 外国人の社会参加 情報ネットワーク 子ども その他 管理 合　計
Ⅰ経常収益
　１．受取会費 61,000 61,000
　２．受取寄付金 5,000 0 0 0 560 1,574,354 1,579,914
　３．受取助成金等 0 1,000,000 0 100,000 0 0 1,100,000
　４．事業収益 347,000 15,816,800 0 0 15,543,775 0 31,707,575
　５．その他収益 0 0 0 0 0 3,990 3,990

経常収益計 352,000 16,816,800 0 100,000 15,544,335 1,639,344 34,452,479
Ⅱ経常費用
　１．事業費
　　(1)人件費
　　給料  手当 1,500 9,871,241 0 450 2,324,212 7,200 12,204,603
　　法定福利費 514 734,651 0 154 276,777 2,468 1,014,564
　　福利厚生費 0 0 0 0 1,330 0 1,330
　　通　勤　費 17,100 837,525 0 0 139,440 0 994,065

人件費計 19,114 11,443,417 0 604 2,741,759 9,668 14,214,562
　　(2)その他経費
　　通　信　費 4 250,329 0 7,041 273,253 17 530,644
　　諸　謝　金 0 2,135,400 0 37,000 10,445,000 0 12,617,400
　　旅費交通費 19,779 783,827 0 9,846 308,819 2,679 1,124,950
　　会　議　費 0 36,563 0 0 1,108 0 37,671
　　地代　家賃 300 78,628 0 90 98,120 1,439 178,577
　　賃　借　料 0 578,585 0 1,000 1,000 0 580,585
　　消耗品費 7,393 359,313 0 2,240 224,819 108 593,873
　　水光熱費 0 48,580 0 0 26,611 0 75,191
　　印刷製本費 0 264,245 0 4,779 839,280 50 1,108,354
　　租税　公課 28,303 378,245 0 2,264 371,588 0 780,400
　　支払手数料 0 28,610 0 0 62,934 0 91,544
　　新聞図書費 0 10,508 0 0 6,500 0 17,008
　　雑費 0 76,800 0 0 15,200 0 92,000

その他経費計 55,779 5,029,633 0 64,260 12,674,232 4,293 17,828,197
事業費  計 74,893 16,473,050 0 64,864 15,415,991 13,961 32,042,759

　２．管理費
　　(1)人件費
　　給料  手当 7,780 379,664 0 2,334 350,878 37,344 778,000
　　通　勤　費 967 47,161 0 289 43,582 4,641 96,640
　　法定福利費 4,126 201,348 0 1,238 186,085 19,804 412,601
　　福利厚生費 4 179 0 1 165 17 366

人件費計 12,877 628,352 0 3,862 580,710 61,806 1,287,607
　　(2)その他経費
　　通  信  費 1,495 72,948 0 447 67,413 7,176 149,479
　　水道光熱費 188 9,175 0 57 8,478 901 18,799
　　旅費交通費 321 15,657 0 96 14,464 1,542 32,080
　　会  議  費 0 0 0 0 0 738 738
　　事務用消耗品費 338 16,489 0 103 15,241 1,620 33,791
　　備品消耗品費 350 17,061 0 105 15,768 1,676 34,960
　　修  繕  費 284 13,834 0 85 12,786 1,361 28,350
　　地代  家賃 1,366 66,666 0 410 61,613 6,558 136,613
　　諸　会　費 200 9,760 0 60 9,020 960 20,000
　　租税  公課 38 1,856 0 11 1,712 183 3,800
　　支払手数料 54 2,667 0 15 2,458 264 5,458
　　管理  諸費 3,570 174,216 0 1,071 161,007 17,136 357,000
　　支払　利息 840 40,968 0 252 37,860 4,034 83,954
　　雑      費 74 3,634 0 23 3,360 358 7,449

その他経費計 9,118 444,931 0 2,735 411,180 44,507 912,471
管理費  計 21,995 1,073,283 0 6,597 991,890 106,313 2,200,078

当期経常増減額 255,112 △ 729,533 0 28,539 △ 863,546 1,519,070 209,642

３．借入金の増減内訳 （単位：円）
科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

長期借入金 2,548,000 0 624,000 1,924,000
短期借入金 1,005,000 700,000 305,000

合計 3,553,000 0 1,324,000 2,229,000

４．役員及びその親近者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。 （単位：円）

科目
（活動計算書）
受取寄付金

14

財務諸表の注記

  財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日 2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人会計基準協協議会)によってい
ます。

計算書類に計上された金額

1,579,914

内役員及び近親者との取引

1,481,004



事業報告

上記のとおり報告いたします。

2012年7月13日

代表理事　　　　土井佳彦

事務局長　　　佐藤槙子　撥＿

監査報告

2011年度（2011年6月1日から2012年5月31日まで）特定非営利活動法人

多文化共生リソースセンター東海決算書類を監査した結果、適正であることを

認めます。

監事 市来圭　㊨
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3. 平成 24 年度事業計画 
 
平成 24 年度「多文化共生概況（予測）」 
 
 平成 24 年 7 月 9 日に「外国人住民基本台帳制度」及び「改正・出入国管理及び難民認定

法（新しい在留管理制度）」が施行され、旧来の「外国人登録制度」が廃止されました。制

度改正の周知困難から、外国人本人だけでなく、自治体や関係機関にも対応に混乱が見ら

れます。とりわけ、正規の在留資格をもたない難民申請者等は、各種行政サービスを受け

られなくなる可能性があることから、施行後の正確な情報提供やトラブル等への相談対応

が求められるでしょう。 
また、厚生労働省「日系人帰国支援事業」を活用し帰国した者の再入国や、継続が決まっ

た第三国定住の受入れ、ギリシャに端を発する欧州の経済危機による移住労働者の増加な

ど、“国境を超えた人の移動”はますます激しくなり、受け入れ体制整備の充実が急がれま

す。引き続き、平成 23 年 3 月に策定された「日系定住外国人施策に関する行動計画」（内

閣府）の実施状況にも注目していきたいと思います。 
 そして、7 月中には「外国人との共生社会」実現検討会議による中間とりまとめが発表さ

れ、年明けには「多文化共生の推進に関する研究会」（総務省）から災害時外国人支援に関

する対応のとりまとめが発表されます。 
 そうした新制度による管理強化と支援施策充実の双方を注視していかなければなりませ

ん。 
 
  
平成 24 年度事業方針 
 
今年度も引き続き、多文化共生社会の形成に向けた「意識づくり」、「仕組みづくり」、「環

境づくり」に取り組みます。 
「意識づくり」については、各種講演や「愛知県やさしい日本語普及啓発事業」、多文化グ

ルメマップ等啓発事業の拡充および、ブログやニュースレター、facebook 等による情報発

信の充実を通じて、多文化共生推進の意義を周知していきます。 
「仕組みづくり」については、①日本語学習支援、②災害時外国人支援、③外国人相談対

応の３点を中心に、関係者とともにフレームワークづくりを進めていきます。 
「環境づくり」については、各事業の推進において外国人住民も参加しやすいよう配慮し、

彼らがより積極的に地域づくりに取り組めるよう環境整備を行います。 
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１．多文化共生理解促進事業 
１．やさしい日本語普及啓発事業                           

委託元：愛知県多文化共生推進室 
 日本人の外国人に対するコミュニケーション能力を高めることを目的に、携帯ゲームを

利用して、遊び感覚で「やさしい日本語」に触れ、慣れてもらうためのアプリケーション

及びコンテンツを開発します。また、日本語を積み上げて学習してこなかった外国人に対

しても有効な「やさしい日本語」の検討を行います。 
 時期：平成 24 年 6 月～平成 25 年 2 月 

 
２．講師派遣                                    
 多文化共生に関する研修会やセミナー等に講師を派遣します。 
時期：随時 
JIAM 消防職員コース、JIAM 多文化共生の地域づくりコース、西三河 7 市町新任係員

研修、田原市日本語ボランティア研修、武蔵野国際交流協会日本語ボランティア養成講

座、鹿沼市日本語ボランティア研修、甲賀市日本語ボランティア研修、他 
 
３．多文化スクール事業                               
 身近なところから多文化共生を知るきっかけづくりとして多文化スクールを開講します。

来年度以降の本格実施を前に今年度はプレ企画として、料理教室、メイク講座、映画上映

等を行うことを予定しています。 
 時期：平成 24 年 10 月～平成 25 年 5 月 
 
２）外国人住民の社会参画促進事業 
１．外国人コミュニティサポート事業（あいちモリコロ基金助成、真如苑助成等）     
 平成 22、23 年度に当団体が実施した外国人自助組織へのヒアリング結果をもとに外国人

コミュニティ向けのサポートを実施します。 
 時期：平成 24 年 8 月～平成 25 年 5 月 
 
２．外国人コミュニティフェア                            
 日本人・外国人の交流を促進することを目的に、東海地域で活動する外国人自助組織を

紹介するイベントを開催します。 
 時期：平成 25 年 2～4 月 
 
３．外国人相談員研修事業                              
 平成 23 年度に作成した「外国人相談員のためのワークブック」をもとに、外国人相談に

応じる相談員向けの研修会を実施します。 
 時期：平成 24 年 9 月～平成 25 年 5 月 



18 
 

３）多文化共生社会づくりに関する情報及び人材のネットワーク構築事業 
１．facebook による多文化情報発信                          
 facebook ページからほぼ毎日、多文化共生に関するニュースや行政情報、イベント案内

等を発信します。 
 時期：通年 
 
２．地域国際化ステップアップセミナー                        

委託：市民国際プラザ 
 東海地域の行政、国際交流協会、NPO/NGO が集い、それぞれの活動紹介やマッチング

を行う場づくりを行います。 
 時期：2012 年秋開催予定（岐阜市） 
 
 
４）「外国につながる子ども」の健全育成に関する事業 
１．外国につながる子どもの障がいに関する事業                     
 外国につながる子どもの発達障がい、知的障がい等、障がいに関する調査・研究を実施

します。 
 時期：平成 24 年 7 月～平成 25 年 5 月 
 
２．進路進学支援に関する事業                             
 外国につながる子どもの進路進学に関する事業を行います。 
 時期：平成 24 年 8 月～平成 25 年 5 月 
 
 
５）その他、上記の目的達成に必要な事業 
１．より添いホットライン 外国人専門ライン運営事業                 

委託：一般社団法人社会的包摂サポートセンター 
 一般社団法人社会的包摂サポートセンターからの委託を受け、厚生労働省のモデル事業

として 8 言語（英語、タガログ語、韓国語、タイ語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、

日本語）による電話相談を実施します。 
 時期：平成 24 年 6 月～平成 25 年 3 月 
 
２．多文化共生人材育成事業                             
 多文化共生を担う人材を育成する研修・講座を実施します。 
 岡崎市災害時ボランティア養成事業（岡崎市委託）、長久手市国際交流ボランティア養

成講座（長久手市委託）、長久手市日本語ボランティア養成講座（長久手市委託）、他 
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３．ニュースレターの発行                              
 当団体の活動報告及び多文化共生に関する情報を掲載したニュースレターを年に 3 回発 
行します。 
時期：平成 24 年 9 月、平成 25 年 1 月、5 月 
 

４．多文化グルメマップの発行                            
 外国人の経営する飲食店・販売店等外国人コミュニティを紹介する冊子を作成し、発行

します。 
 時期：平成 24 年 8 月、平成 25 年 2 月（年 2 回を予定） 
 
５．多文化共生データブック作成事業                         
これまでの実施事業を通じて得た情報等をもとに、愛知県内の多文化共生にかかわる組 

織・団体（自治体、国際交流協会、NPO/NGO、外国人自助組織等）の概要や取り組み等を 
整理し、その他必要な情報等を加えて「多文化共生データブック」を作成します。 
 時期：通年 
 
６．新規事業の開拓・実施                              
 委託事業等、年度途中の新規事業について、理事会の承認を経て実施します。 
 時期：随時 



4. 平成24年度予算

特定非営利活動法人多文化共生リソースセンター東海

           科              目 備　　　　　考
Ⅰ　経常収入の部 
  １　会費収入
  　１）団体会員会費収入 80,000 20,000円×4団体

  　２）正会員会費収入 150,000 5,000円×30人

  　３）賛助会員会費収入 45,000 275,000 3,000円×15人

  ２　事業収入　

  　１）多文化共生理解促進事業 5,350,000
やさしい日本語普及啓発事業3,200,000円、講師
派遣2,000,000円、多文化スクール150,000円等

  　２）外国人住民の社会参画促進事業 480,000
外国人コミュニティフェア300,000円、外国人相談
員研修事業180,000円

    ３）情報及び人材のネットワーク構築事業 230,000 地域国際化ステップアップセミナー230,000円

    ４）「外国につながる子ども」の健全育成に関する事 0

    ５）その他の事業 46,728,645 52,788,645
寄り添いホットライン運営事業45,763,725円、多
文化共生人材育成事業944,920円、その他
20 000円

  ３　補助金収入

 　 １）民間補助金収入 2,200,000

外国人コミュニティサポート事業（あいちモリコロ
基金1,000,000円、真如苑助成金200,000円）、外
国につながる子どもの障がいに関する事業（み
ずほ福祉助成1,000,000円）

  　２）国、地方自治体補助金収入 0 2,200,000

  ４　寄付金収入
  　１）寄付金収入 915,080 915,080

 経常収入合計 56,178,725

Ⅱ　経常支出の部 
  １　事業費
  　１）多文化共生理解促進事業 3,200,000

  　２）外国人住民の社会参画促進事業 1,600,000

    ３）情報及び人材のネットワーク構築事業 0

    ４）「外国につながる子ども」の健全育成に関する事 1,000,000

    ５）その他の事業 45,913,725 51,713,725

  ２　管理費  
    １）役員報酬 0

    ２）給料手当 2,760,000 スタッフ給与

　　３）法定福利費 480,000 社会保険料等

    ４）福利厚生費 10,000

    ５）会議費 10,000

    ６）旅費交通費 30,000

    ７）通信費 250,000 電話代等

    ８）事務用消耗品費 50,000

    ９）備品消耗品費 30,000

   10）印刷製本費 30,000

   11）光熱水費 60,000

   12）地代家賃 350,000 地代家賃

   13）保険料 10,000 ボランティア保険等

   14）諸会費 20,000

　 15）新聞図書費 10,000

　 16）支払手数料 5,000

 　17）管理諸費 320,000 税理士報酬

　 18）維持管理費 0

　 19）修繕費 0

   20）租税公課 30,000

   21）雑費 10,000 4,465,000

  経常支出合計 56,178,725

  経常収支差額 0

平成２4年度「特定非営利活動に係る事業会計」予算書 
平成２４年６月１日から平成２５年５月３１日まで

金　　　　額（円）

20
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5. 役員改選 
 
【再任】 
役名 氏名 現職等 

代表 
理事 

土井 佳彦 
特定非営利活動法人多文化共生リソースセンター

東海  

副代表

理事 
後藤 美樹 

特定非営利活動法人多文化共生リソースセンター

東海  

理事 佐藤 槙子 
特定非営利活動法人多文化共生リソースセンター

東海 事務局長 

理事 関戸 美惠子 
一般社団法人 SR 連携プラットフォーム  
代表理事 

理事 田村 太郎 
特定非営利活動法人多文化共生センター大阪 
代表理事 

 
 
【新任】 
役名 氏名 現職等 

理事 大島 ヴィルジニア ユミ  

理事 河村 八千子 NPO 法人フロンティアとよはし 理事長 

 
【退任】 
役名 氏名 現職等 

理事 小島 祥美 愛知淑徳大学 准教授 
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6. 定款変更 
 
改正特定非営利活動促進法及び改正組合等登記令が 4 月 1 日に施行されたことに伴い、

下記のように定款の内容を一部変更します。 
 

変更前 変更後 
（職務） 
第 15 条  代表理事は、この法人を代表し、

その業務を総理する。 

（職務） 
第 15 条  代表理事は、この法人の業務を総

理する。 
（権能） 
第 23 条  総会は、以下の事項について議決

する。 
(1)  定款の変更 
(2)  解散 
(3) 合併 
(4)  事業計画及び収支予算並びにその変更 
(5)  事業報告及び収支決算 
(6)  役員の選任又は解任、職務及び報酬 
(7) 入会金及び会費の額 
  (8)  借入金（その事業年度内の収入をもっ

て償還する短期借入金を除く。第 50 条にお

いて同じ。）その他新たな義務の負担及び権

利の放棄 
(9)  事務局の組織及び運営 
(10) その他運営に関する重要事項 

（権能） 
第 23 条  総会は、以下の事項について議決

する。 
(1)  定款の変更 
(2)  解散 
(3) 合併 
(4)  事業計画及び予算並びにその変更 
(5)  事業報告及び決算 
(6)  役員の選任又は解任、職務及び報酬 
(7) 入会金及び会費の額 
  (8)  借入金（その事業年度内の収益をも

って償還する短期借入金を除く。第 50 条に

おいて同じ。）その他新たな義務の負担及び

権利の放棄 
(9)  事務局の組織及び運営 
(10) その他運営に関する重要事項 

（資産の構成） 
第 39 条  この法人の資産は、次の各号に掲

げるものをもって構成する。 
(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 
(2)  入会金及び会費 
(3)  寄付金品 
(4)  財産から生じる収入 
(5)  事業に伴う収入 
(6)  その他の収入 

（資産の構成） 
第 39 条  この法人の資産は、次の各号に掲

げるものをもって構成する。 
(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 
(2)  入会金及び会費 
(3)  寄付金品 
(4)  財産から生じる収益 
(5)  事業に伴う収益 
(6)  その他の収益 

（事業計画及び予算） 
第 44 条  この法人の事業計画及びこれに伴

（事業計画及び予算） 
第 44 条  この法人の事業計画及びこれに伴
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う収支予算は、代表理事が作成し、総会の議

決を経なければならない。 
う予算は、代表理事が作成し、総会の議決を

経なければならない。 
（暫定予算） 
第 45 条  前条の規定にかかわらず、やむを

得ない理由により予算が成立しないときは、

代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立

の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出

することができる。 
２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算

の収入支出とみなす。 

（暫定予算） 
第 45 条  前条の規定にかかわらず、やむを

得ない理由により予算が成立しないときは、

代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立

の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用

を講じることができる。 
２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算

の収益費用とみなす。 
（事業報告及び決算） 
第 48 条  この法人の事業報告書、収支計算

書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関す

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代

表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の

議決を経なければならない。 
２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年

度に繰り越すものとする。 

（事業報告及び決算） 
第 48 条  この法人の事業報告書、活動計算

書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関す

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代

表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の

議決を経なければならない。 
２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年

度に繰り越すものとする。 
（定款の変更） 
第 51 条 この法人が定款を変更しようとす

るときは、総会に出席した正会員の３分の２

以上の多数による議決を経、かつ、軽微な事

項として法第 25 条第３項に規定する以下の

事項を除いて所轄庁の認証を得なければな

らない。 
（１） 主たる事務所及び従たる事務所の

所在地（所轄庁の変更を伴わないもの） 
（２） 資産に関する事項 
（３） 公告の方法 

（定款の変更） 
第 51 条 この法人が定款を変更しようとす

るときは、総会に出席した正会員の３分の２

以上の多数による議決を経、かつ、法第 25
条第３項に規定する事項を変更する場合は

所轄庁の認証を得なければならない。 
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